
評価調査結果要約表

1．案件の概要

国名：ベトナム社会主義共和国
案件名：電力技術者養成プロジェクト
分野：電力セクター
援助形態：技術協力プロジェクト
所轄部署：ベトナム事務所
協力金額（評価時点）：217,089千円
協力期間
（R/D）：2001年3月30日～2006年3月29日
（延長）：
（F/U）：
（E/N）（無償）
先方関係機関：ベトナム電力公社（EVN）
日本側協力機関：海外電力調査会
他の関連協力：

1-1 協力の背景と概要

ベトナム国における電力基盤の整備は、経済成長のためのインフラ整備への取組みの一環として急務
である。同国の電力供給・電源開発は、ベトナム電力公社（Electricity of Viet Nam（EVN））が所
管しており、水力資源の豊富な北部地域における水力電源の開発、国内で産出する石炭を燃料とする
火力電源の開発ならびに、同国の南北に長い形状から電源地域である北部から南部地域への送電設備
の増強など電力設備の整備を行っている。また、電力の安定供給を図るべく増加する電力設備に対応
するため、電力技術者の養成を行っている。しかし、急速に増大する電力設備の運転及び、新型機器
の維持管理に対応できる技術者養成のための指導体制としては、指導スキル及び設備共に更なる向上
が必要である。かかる状況下、1999年4月基礎調査団を派遣し、同国の電力技術者の育成状況、先方
要請内容の確認、及びプロジェクトタイプ技術協力のスキームの説明を行っている。その後、1999
年5月ベトナム国は日本政府に対し、電力技術者養成のための訓練技術の移転を目的とするプロジェ
クト方式技術協力を要請してきた。

1-2 協力内容

（1）上位目標

上位目標1：本プロジェクトで開発された研修コースの実施が拡大・発展する。

上位目標2：現場技術者の近代的な運転保守にかかる能力が向上する。

（2）プロジェクト目標

ハノイ Electric Power College（EPC）が電力5技術分野（火力発電、水力発電、送電、変電、配電）
の運転・保守に係る体系的な知見をもった現場技術者を持続的に養成できるようになる。

（3）成果

成果1：プロジェクト実施体制が確立する。

成果2：EPCにおいて教育訓練カリキュラムが開発される。

成果3：EPCにおいて教材が開発される。

成果4：電力5技術分野の運転保守の指導ができるコア・インストラクターが養成される。

成果5：コア・インストラクターによって、運転保守に関する体系的なOff-JT研修コースが実施され
る。



成果6：上記カリキュラムに基づいた教育訓練を実施するために必要な教育訓練資機材が活用され
る。

成果7：成果1～5の継続を指向した研修実施体制が構築される。

（4）投入（評価時点）

日本側：

長期専門家派遣 14名
短期専門家派遣 17名
研修員受入 12名
機材供与 約2億2,000万円

相手国側：

カウンターパート配置 20名（EPC、関係会社、EVN本部）
専門家のためのプロジェクト事務室
ローカルコスト負担 31億400万ドン

2．評価調査団の概要

調査者（担当分野：氏名 職位）

総括：村上 雄祐 JICA 経済開発部第二グループ電力チーム

技術協力計画：福瀬 康裕 METI 資源エネルギー庁電力・ガス事業部政策課

電力技術：林 正則 社団法人海外電力調査会

評価分析：轟 由紀 グローバルリンクマネージメント（株） 社会開発部

運営管理：足立 倫海 JICA 経済開発部第二グループ資源・省エネルギーチーム

調査期間：2006年9月3日～2006年9月13日

評価種類：中間評価調査

3．評価結果の概要

3-1 実績の確認

「プロジェクト実施体制の確立」に関しては、C/Pの数と現場経験の不足から、実施体制は業務遂行
に十分とはいえない。

「EPCにおける教育訓練カリキュラムの開発」に関しては、全55コースの研修が開発され、大枠にお
いて、それらのニーズがベトナム国側に認められた。

「EPCにおける教材の開発」に関しては、開発された研修コースの約半数に対して、ベトナム語教材
が作成済みである。教材の内容については、2006年3月までの残りのプロジェクト期間を通じて、改
善し（ベトナム国の実情に適合させ）続ける必要がある。

「電力5技術分野の運転保守指導可能なコア・インストラクターの養成」に関しては、C/Pの能力はプ
ロジェクト開始から3年間で向上が認められるものの、現場経験を有するC/Pの追加や、C/Pの指導技
術および研修計画能力の向上がコア・インストラクター養成に不可欠である。

「コア・インストラクターによる運転保守に関する体系的なOff-JT研修コースの実施」に関して
は、55コースが2006年3月までのあと2年間で1回ずつ実施される予定であり、その1コース目が現
場ベテラン技術者の参加を得て4月19日に開講した。コース実施には、今後とも現場技術者の協力が
不可欠である。

「カリキュラムに基づいた教育訓練に必要な教育訓練機材の活用」に関しては、ほぼ全ての資機材が
調達され、C/Pによる活用が開始されている。



3-2 評価結果の要約

（1）妥当性

妥当性は「高い」といえる。

本プロジェクトで開発されるベトナム国初のOff-JT研修は、現場技術者が運転保守のメカニズムを理
解し、より体系的に日常業務が行えるようになることを目的としている。ベトナム国では、電力基盤
整備が国家開発計画の優先課題とされており、新規電源開発が急速に進んでいる。今後、電力施設の
運転保守技術の向上が不可欠となるなか、本プロジェクトの必要性は非常に高い。

（2）有効性

有効性の向上が見込まれる。

プロジェクト目標達成の見込みは、現時点では楽観視できないが、現場経験のあるC/Pの追加および
現場との連携強化を通じて、成果の達成度を高めることで本プロジェクトの有効性の向上が見込まれ
る。

（3）効率性

これまでの投入と成果の実績を鑑みると、プロジェクトの効率性はプロジェクト2年目までは総じて
限定的であったが、ここ1年で大きく向上しており、今後更に高まる見込みである。

（4）インパクト

EPCの活動がプロジェクト終了後も持続した場合、プラスのインパクトは大きいと考えられる。

本プロジェクトを通じて、技術基準の統一がない関係会社の間に、情報交換の場が提供されるように
なった。特に、送電分野においては、全国の現場技術者を集めたワークショップが複数回実施されて
きたが、これを機に現場技術者間で「スタンディング・ワーキング・グループ」を設立する機運が高
まった。全国で系統連系している送電分野にとって、同ワーキング・グループの設立は、分野全体の
発展につながるものである。

（5）自立発展性

プロジェクトの自立発展性の見通しは、現時点では高いとはいえない。ただし、コア・インストラク
ターの能力向上と開発された研修コースを継続実施する体制の構築が実現した場合、自立発展性も確
保される見込みである。

3-3 効果発現に貢献した要因

（1）計画内容に関すること

特になし。

（2）実施プロセスに関すること

プロジェクト実施・関係機関が複数存在するため、プロジェクトの成功には各機関の連携が必須であ
る。開始当時はEPC内に孤立しがちであったプロジェクトだが、ここ1年半ほどで積極的にEVN本部や
現場に働きかけるようになっており、効果発現に貢献している。

3-4 問題点及び問題を惹起した要因

（1）計画内容に関すること

特になし。

（2）実施プロセスに関すること

本プロジェクトではコア・インストラクターとして養成されるC/Pの中に現場経験のある人材が少な



く、一方、本プロジェクトで開発される研修コースは現場技術者を対象としており、現場業務と関連
させた講義や実技訓練を実施する。したがって、教える側に現場経験がないことは根本的な問題で
あった。

3-5 結論

本中間評価調査の主要調査項目は、プロジェクトの直面する課題、プロジェクト目標達成および自立
発展性確保の見込み、課題に対する対処案の3点であった。プロジェクトの現状は、現場との連携
等、いくつかの課題を抱えているが、既に様々な取組がなされている。今後、さらに現場との連携を
強化し、C/Pの追加および能力強化を実施することで、プロジェクトの各成果の達成につながる。さ
らに、EVNが主体となってプロジェクトの継続実施体制を構築することで、有効性、自立発展性、イ
ンパクトが向上する。なお、このためには、EVN本部の強力なリーダーシップによるEPC、EVN本
部、現場の三位一体の協力が不可欠である。

プロジェクト終了時までに実施すべき対策としての重要事項は、現場経験のあるC/Pの追加、C/Pの処
遇の明確化、現場との連携強化のための諸策、プロジェクト継続実施体制の構築の4点である。

3-6 提言

（1）プロジェクトに対する提言

プロジェクトの成功には、EPC、EVN本部、EVN関係会社（現場）の連携が不可欠であることか
ら、連携をスムーズにする環境を整えること。

（2）EVNに対する提言

C/Pの現場経験が不足しており、かつC/P自体の数も不足しているため、適切なC/Pの配置を行
うこと。

3-7 教訓

（1）プロジェクト関係者の協力体制の確立

プロジェクトは、先方政府機関がプロジェクト継続実施体制を構築することにより、有効性、自立発
展性、インパクトが向上する。このためには、政府機関が強力なリーダーシップを発揮し、プロジェ
クトに対して適切なC/Pの配置、現場に対してはインセンティブ確保や連携のスムーズ化を図ること
により、政府機関、プロジェクト、現場の三位一体の協力体制を確立することが望ましい。


